
別紙１

 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　　　該当なし

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法　　　該当なし

（３）固定資産の減価償却の方法
　　　①有形固定資産(リース資産を除く)
　　　　 平成19年3月31日以前に取得をしたものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に

取得したものについては定額法によっている。

　　　②リース資産
　　　　 定額法によっている。

（４）引当金の計上基準
　　・退職給付引当金
　　　　大阪民間社会福祉事業従事者共済会に加入している職員に対して、将来支給する退職金のうち、
　　　　期末退職金要支給額(約定支給額から被共済職員個人が拠出した掛金累計額を控除した金額)を
　　　　退職給付引当金に計上し、退職給与資産は法人の負担した拠金拠出額を計上している。
　　
 (５)消費税等の会計処理
　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

（６）リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　・引き続き通常の賃貸借取引に係る方式に準じた会計処理を適用している。

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
　退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び、
　一般財団法人大阪民間社会福祉事業従事者共済会の退職共済制度によっている。

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
　作成する財務諸表
（１）法人全体の計算書類（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）
（２）事業区分別内訳表  （第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）
（３）拠点区分別内訳表  （第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
（４）1拠点が作成する計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

　作成する附属明細書
（１）法人全体で作成する附属明細書
　　　ｱ  別紙３(①)　借入金明細書
　　　ｲ  別紙３(②)  寄附金収益明細書
　　　ｳ　別紙３(③)  補助金事業等収益明細書
　　　ｴ　別紙３(④)　事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書
　　　ｵ  別紙３(⑤)　事業区分間及び拠点区分間貸付金(借入金)残高明細書
　　　ｶ　別紙３(⑥)　基本金明細書
　　　ｷ  別紙３(⑦)　国庫補助金等特別積立金明細書　
　　　　　
（２）拠点区分ごとに作成する附属明細書
　　　ｱ  別紙３(⑧)  基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書
　　　ｲ  別紙３(⑨)  引当金明細書
　　　ｳ　別紙３(⑪)  拠点区分　事業活動明細書
　　　ｴ　別紙３(⑫)  積立金・積立資産明細書
　　　ｵ  別紙３(⑬)  サービス区分間繰入金明細書
　　　ｶ　別紙３(⑭)　サービス区分間貸付金(借入金)残高明細書
　　　ｷ　別紙３(⑮)　就労支援事業別事業活動明細書
　　　ｸ　別紙３(⑮-2)就労支援事業別事業活動明細書（多機能型事業所等用）
　　　ｹ　別紙３(⑱)　就労支援事業明細書　
　　　ｺ  別紙３(⑱-2)就労支援事業明細書（多機能型事業所等用）

　　　　※拠点区分資金収支明細書（会計基準・別紙3⑩）は省略している。

計算書類に対する注記(法人全体用)



　拠点区分及びサービス区分
　　ア　法人本部拠点(社会福祉事業)
　　　「本部」
　　イ　萩の杜拠点(社会福祉事業)
　　　「萩の杜施設入所支援」
　　　「萩の杜生活介護(ふれっと)」
　　　「ふれっとなさはら（従たる事業所）」
　　　「ぶれす　短期入所」
　　　「ぶれす　日中一時支援」
　　ウ　ジョブサイトひむろ拠点(社会福祉事業)
　　　「生活介護」
　　エ　LaLa-chocolat拠点（社会福祉事業）　
　　　「就労継続支援Ｂ型（LaLa-chocolat）」
　　オ　高槻地域生活総合支援センター ぷれいすＢｅ拠点(社会福祉事業)
　　　「生活介護」
　　　「短期入所」
　　　「日中一時支援」
　　　「生活支援センターあんだんて」
　　カ　ジョブジョイントおおさか たかつきブランチ拠点(社会福祉事業)
　　　「自立訓練」
　　　「就労移行支援」
　　　「就労定着支援」
　　キ　レジデンスなさはら2丁目拠点(社会福祉事業)
　　　「グループホームとんだ」
　　　「レジデンスなさはら2丁目」
　　ク　レジデンスなさはらもとまち拠点(社会福祉事業)
　　　「レジデンスなさはらもとまち」　　
　　ケ　レジデンスなさはら拠点(社会福祉事業)
　　　「レジデンスなさはら」
　　コ　ジョブサイトよど拠点(社会福祉事業)
　　　「生活介護」
　　サ　ジェイ・ブランチよど拠点（社会福祉事業）
　　　「就労継続支援Ｂ型」
　　シ　ジョブジョイントおおさか拠点(社会福祉事業)
　　　「自立訓練」
　　　「就労移行支援」
　　　「就労定着支援」
　　ス　児童デイサービスセンター an拠点(社会福祉事業)
　　　「児童発達支援」
　　　「放課後等デイサービス」
　　セ　自閉症療育センター will拠点(社会福祉事業)
　　　「こども相談支援センター wish
　　　　（特定相談支援／障がい児相談支援）」
　　　「こども発達支援センター will
　　　　（児童発達支援／放課後等デイサービス）」
　　ソ　自閉症療育センター Link拠点(社会福祉事業)
　　　「児童発達支援」
　　　「放課後等デイサービス」
　　タ　レジデンスよど三津屋北ホーム
　　　「レジデンスよど三津屋北ホーム」
　　チ　レジデンスよど十三ホーム
　　　「レジデンスよど十三ホーム」
　　ツ　豊中市児童発達支援事業所あゆみ
　　　「豊中市児童発達支援事業所あゆみ」
    テ　コンサルテーション室拠点(公益事業)
　　　「コンサルテーション室」
　　ト　大阪府発達障がい者支援センター アクトおおさか拠点(公益事業)
　　　「大阪府発達障がい者支援センター アクトおおさか」
　　ナ　すぎのこ訪問看護ステーション拠点（公益事業）
　　　「訪問看護」

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

基本財産の種類
土地
建物

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
242,403,615 242,403,615

889,656,355
1,132,059,970

943,964,951
1,186,368,566

0
0
0

0
54,308,596
54,308,596



特になし

 8. 担保に供している資産
担保に供されている資産は、以下のとおりである。                                 
　　　　　　土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　　　     242,403,615円 
　　　　　　建物（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　     　  889,656,355円 
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,132,059,970円

担保に供している債務の種類および金額は、以下のとおりである。                   
　　　　　　設備資金借入金　　　　　　  　　　　　　　　　　　　 530,647,000円
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   530,647,000円

 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
   明らかにするために必要な事項

               積立金累計額  工　工賃変動積立金     3,800,000円
設備等整備積立金(就労）             13,664,763円  

 施設整備等積立金                   117,130,500円

基本財産
当期末残高

小計
合計

取得価額 減価償却累計額

1,761,658,345
2,004,061,960小計

その他の固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車輌運搬具

建物
土地

1,256,526,256
3,260,588,216

872,001,990
872,001,990

137,706,625
64,550,457
86,082,859
49,642,549

799,790,010
92,263,344
94,004,878
58,743,746

135,361,798
73,001,280

889,656,355
1,132,059,970

662,083,385

785,405,248
1,917,465,218

101,022,780
30,684,500

471,121,008
1,343,122,998

303,875,265
303,875,265

事業未収金
合計

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
303,875,265
303,875,265

0
0

権利 1,929,9621,431,2383,361,200

242,403,615

7,922,019
9,101,197

34,339,018
42,316,780

27,712,887

器具及び備品
有形リース資産

242,403,615 0


